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交通事故を発生させたトラック運転者の労働時間等の実態抱握結果について

標記については、平成23年5月6日付け基敗発0506第 1号・基安安発o5 0 6第
1号「交通事故を発生させたトラック運転者の労働時間等の実態等の把握について」に基

づき、各都道府県労働j局より 送付された調査付裂の各項目を別紙のとおりとりまとめたの

で送付する。

平成23年2月 15日付け基安発021 5第 1号「安全衛生業務の推進について」の記

の3の(2)に基づく集団指導用の資料として活用する等により、 一層の交通労働災害防

止のためのガイドラインの普及・定着及び自動車運転者の労働時間等の改善のための基準

(改善基準告示)の遵守の徹底を図られたい。

おって、集団指導の|探に併せて、平成23年 6月2日付け基監発0602第1号・基安

安発 0602第 2号・基安労発0602第1号「陸上貨物運送事業の荷役作業における労

働災害防止対策の具体的な実施に当たって留意すへき事項についてJに基づき、荷役作業

時の墜落・転落災害防止について、荷主等と連携して積極的に推進寸るよう指導の徹底を

図られたい。



交通事故を発生させたトラック運転者の労働時間等の実態把握結果

陸上貨物運送事業場に対し、トラック運転者が発生させた追突事故に関して実施した災害調査
又は監督指導・個別指導(平成23年4月1Bから9月初日までに実施した42件)を対象とした。
各項目の集計結果は次のとおり。

結果のポイント
①時間帯別に見ると、早朝時間帯(2時から7時まで)での災害が約5割を占めている。
②走行計画の有無について見ると、5害lの災害で走行計画が作成されていなかった。
③ 1か月の拘束時間について見ると、3割以上の災害で320時間超えと「自動車運転者の労働
時間等の改善のための基準J(改善基準告示)に違反していた。
④事故直前2週間の荷役作業の有無について見ると、荷役作業有りがB割以上を占めている。

対策のポイント
交通労働災害防止のためのガイドラインに沿った形での運行管理及び改善基準告示の道守L
ついて依然として、問題解決すべき次の事項に留意しつつ、より一層的確に実施すること。
①早朝時間帯の走行を可能な限り避けるようにするとともに、走行する場合は十分な休憩時間、
仮眠時聞を確保すること
②適正な走行計画を作成すること
③荷役作業の有無を確認し、疲労に配慮した十分な休憩時聞を確保すること
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6 荷役作業の有無について
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